
板橋区介護保険暫定サービス利用者負担助成要綱 

            （平成１５年５月１日区長決定） 

  （令和３年３月１８日部長決定） 

（令和４年３月１１日区長決定） 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、板橋区（以下「区」という。）が行う介護保険の被保険者で、

介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）に基づく要介護認定

等の申請後に暫定サービス計画等に基づく介護サービス（以下「暫定サービス」

という。）を利用した者（以下「暫定サービス利用者」という。）が訪問調査前に

死亡し、要介護認定等を受けられないことで介護保険制度の保険給付が行われな

い場合において、暫定サービス利用者に生じる負担を軽減するために、区が保険

給付に相当する助成を行うことにより、暫定サービスの円滑な提供と利用を図る

ことを目的とする。 

（助成対象者） 

第２条 この助成の対象者は、次の各号のすべてに該当する者の相続人代表者とす

る。 

 (1) 暫定サービス利用者であって、法第２７条第２項（法第２８条第４項、第３

２条第２項及び第３３条第４項において準用する場合を含む。以下同じ。）の

調査前に死亡したもの（以下「死亡した者」という。）であること。 

 (2) 死亡した時点において、次の条件をすべて満たしていること。 

   ア 世帯員全員が区市町村民税が課税されていない世帯に属していること。 

   イ 支払方法の変更又は保険給付の一時差止の給付制限を受けていないこと。 

   ウ 生活保護を受けていないこと。 

 (3) 法第２７条第３項（法第２８条第４項、第３２条第２項及び第３３条第４項に

おいて準用する場合を含む。以下同じ。）に基づく医師の意見書に介護保険法施行

令（平成１０年政令第４１２号。）第２条に規定する特定疾病名の記入があること

（死亡した者が第２号被保険者である場合に限る。）。 

（助成対象サービス） 

第３条 法に基づくサ－ビスとする。 

（助成対象期間） 

第４条 この助成の対象となる期間は、次の各号に掲げるいずれかの期間とする。 

 (1) 法第２７条第１項の規定に基づく要介護認定申請又は法第３２条第１項の規

定に基づく要支援認定申請をしてからこれらの申請に係る被保険者が死亡する

までの期間 

 (2) 要介護認定又は要支援認定の有効期間の満了日の翌日からこれらの認定に係

る被保険者が死亡するまでの期間（法第２８条第２項の規定に基づく要介護更

新認定又は法第３３条第２項の規定に基づく要支援更新認定の申請を行った場

合に限る。） 

 (3) その他区長が特に必要と認める期間 



（助成の範囲） 

第５条 区長は、助成を必要と認める暫定サービスについて、その保険給付分に相

当する費用を、暫定サービス利用者負担助成費として、次の各号のとおり支給す

る。 

 (1) 要介護５の支給限度を上限とし、適正な暫定サービス計画に基づくサービス

利用で給付対象とならない暫定サービス費用額について法の給付に準じた割合

を助成する。 

 (2) この助成事業対象範囲は、各介護保険サービス給付要件に該当するものであ

ること。 

（助成の条件） 

第６条 助成費の支給を受けようとする対象者は、暫定サービスの利用にあたり次

の要件を満たさなければならない。 

 (1) 暫定サービスの利用が暫定サービス計画に基づいたものであること。ただ

し、居宅療養管理指導及び介護予防居宅療養管理指導、居宅介護及び介護予防

住宅改修並びに居宅介護及び介護予防福祉用具の購入にあたってはこの限りで

はない。 

 (2) 居宅介護及び介護予防住宅改修費にあっては、住宅改修工事前の申請及び住

宅改修の着工日が暫定利用期間内であること。 

 (3) 居宅介護及び介護予防福祉用具購入費にあっては、福祉用具の購入日が暫定 

利用期間内であること。 

 (4) 暫定サービス利用者又は相続人代表者は、暫定サービス費用全額について、  

サービス提供事業者への支払を済ませ、領収証を受領していること。 

 (5) 暫定利用期間中に、法第２７条第２項の規定による区の調査又は法第２７条

第３項の規定による主治の医師の意見を区が求めることへの協力を不当に拒

み、又は法第２７条第３項ただし書（法第２８条第４項、第３２条第２項及び

第３３条第４項において準用する場合を含む。）の規定による診断命令に従わ

ないことがないこと。 

（助成の手続） 

第７条 死亡した者の相続人代表者は、板橋区暫定サービス利用者負担助成費支給

申請書（第１号様式）及び相続人代表者届出書兼申立書（第２号様式）を区長に

提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる書類等を添付しなければならない。 

 (1) 居宅サービス費用額の助成については、前条第４号の領収証、事業所が交付

したサービス提供証明書、居宅介護支援費及び介護予防支援費の支給申請があ

るときは、居宅介護支援及び介護予防支援提供証明書、サービス利用票、サー

ビス利用票別表等の書類の写し及び区長が必要と認めたもの。 

 (2) 居宅介護及び介護予防住宅改修費の助成については、前条第４号の領収証、

事業者が作成した住宅改修理由書、住宅改修完了確認書、住宅改修承諾書及び

区長が必要と認めたもの。 

 (3) 居宅介護及び介護予防福祉用具購入費の助成については、前条第４号の領収



証、当該申請に係る福祉用具のパンフレット及び区長が必要と認めたもの。 

３ 前２項の申請は、死亡した者が死亡した日から１年以内に行わなければならな

い。 

４ 区長は第１項及び第２項の規定による申請に対し、介護保険暫定サービス利用

者負担助成費の支給の可否を決定したときは、介護保険暫定サービス利用者負担

助成費支給（不支給）決定通知書（第３号様式）により当該申請をした対象者に

通知し、速やかに支給するものとする。 

（助成費の返還） 

第８条 区長は、偽りその他不正の行為によって、この要綱による助成を受けた者

があるときは、その返還を命ずることができる。 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

  付 則 

   この要綱は、平成１５年５月１日から施行し、平成１５年４月 1日以降の新

規の要介護認定等の申請から適用を開始する。 

  付 則 

   この一部改正は、決定の日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。 

  付 則 

   この一部改正は、決定の日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

  付 則 

   この一部改正は、決定の日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

  付 則 

   この一部改正は、決定の日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

 付 則 

   この一部改正は、決定の日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

 付 則 

   この一部改正は、令和４年４月１日から施行する。 



第１号様式（第７条関係） 

板橋区暫定サービス利用者負担助成費支給申請書 
 

被
保
険
者 

フリガナ  被保険者番号 

氏名  要介護認定申請日  

生年月日       年  月  日 死亡年月日  

暫定サービス計画上

の要介護状態区分 
要介護（  ）要支援（  ） 暫定利用期間  

住所  

助
成
対
象
サ
ー
ビ
ス 

・居宅介護 
 住宅改修 
・介護予防 
 住宅改修 

改修の内容 着工日 完成日 改修費用 

 年  月 年  月 Ａ      円 

・居宅介護福
祉用具購入 

・介護予防福
祉用具購入 

福祉用具名 購入日 購入理由 購入金額 

 年  月  
円 

 年  月  
円 

   Ｂ 福祉用具購入費用 合計 

暫
定
利
用
サ
ー
ビ
ス
を
ご
記
入
く
だ
さ
い 

月
分 

 

暫定サービス費用額 

月
分 

 

暫定サービス費用額 

 
C 暫定サービス費用額 合計 

金額合計 Ａ＋Ｂ＋Ｃ                    円 

（あて先）東京都板橋区長 

          上記のとおり、関係書類を添えて暫定サービス利用者負担助成費の支給を申請します。 

     年   月   日 

 相続人代表者 

     〒 

   住所 

                       電話番号    （    ） 

   氏名 

 



第２号様式（第７条関係） 

相続人代表者届出書兼申立書 
（支給申請、請求及び受領用） 

                                      捨印 

 

年   月   日  

宛先 東京都板橋区長 

 

             相続人代表者 郵便番号  〒    －       

                    住  所                  

                                         

                    氏  名              印   

                    電話番号     （     ）      

                    被保険者（亡くなった方）との続柄      

 

 下記の被保険者に係る介護（介護予防）サービス費及び返還金等について、その他相続人

の同意のもと私が相続人代表者として支給申請、請求及び受領することを申し立てます。 

 なお、本申立に関して問題が生じた場合は、私が責任を持って処理し、貴団体に迷惑をか

けないことを申し添えます。 

 

被保険者の氏名等（亡くなった方） 

住所  

フリガナ  被保険者 

番 号 
 

被保険者 

氏 名 
 生年月日       年  月  日 

 

 

宛先 東京都後期高齢者医療広域連合長 

 

 また、上記被保険者に係る後期高齢者医療制度の高額療養費、高額介護合算療養費〔高額

医療合算介護（介護予防）サービス費〕、療養費、一部負担金差額、食事療養差額、後期高

齢者医療保険料過誤納還付金等について支給申請、請求及び受領する場合に、本「相続人代

表者届出書兼申立書」を利用することに同意します。（被保険者が後期高齢者医療制度に加

入していた場合） 

 

               相続人代表者 氏名               印   

介護用 



第３号様式（第７条関係） 

   年  月  日  

 

東京都板橋区長 

 

 

 

 

介護保険  暫定サービス利用者負担助成費支給（不支給）決定通知書 

 

 先に申請のありました、介護保険暫定サービス利用者負担助成費支給申請について

は、下記のとおり決定しましたので通知します。 

 

被保険者氏名  被保険者番号  

 

決定年月日      年  月  日  

 決 定 事 項 

１ 

承
認
す
る 

支給決定金額  

口座払 

金 融 機 関  

口 座 種 別  

口座番号   

口座名義人  

  

２ 

承
認
し
な
い 

不承認決定理由 
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